
平成１６年３月期　　 中 間 決 算 短 信 （連結） 平成１５年１１月２０日

(ＵＲＬ http://www.fukuokabank.co.jp/)

寺　本  　清

柴　戸　隆　成 ＴＥＬ　(０９２)７２３－２６２２

平成１５年１１月２０日 有

無

１．平成１５年９月中間期の連結業績(平成１５年４月１日～平成１５年９月３０日)

（１）連結経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

( △0.5 ) ( △16.4 ) ( 1.0 )

( △3.5 ) ( 22.3 ) ( 20.6 )

( △1.4 ) ( △41.7 ) ( △58.5 )

円 円

（注）1.持分法投資損益 平成１５年９月中間期 － 百万円 　　平成１４年９月中間期 △０百万円
平成１５年３月期 △０ 百万円

　　　2.期中平均株式数（連結） 平成１５年９月中間期 株
平成１４年９月中間期 株
平成１５年３月期 株

　　　3.会計処理の方法の変更 無
　　　4.経常収益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期(前期)増減率

（２）連結財政状態

円 銭 ％

513 12 9.45  
499 95 9.45  
497 10 9.44  

（注）　期末発行済株式数（連結）平成１５年９月中間期 株
平成１４年９月中間期 株
平成１５年３月期 株

（３）連結キャッシュ・フロ－の状況

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項

　　 　連結子会社数   ７社      持分法適用非連結子会社数  － 社      持分法適用関連会社数  －社　　　

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況

２．平成１６年３月期の連結業績予想(平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日)

百万円 百万円 百万円

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 28 円 41 銭
※ 上記の業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき判断したものであり、実際の業績はこれらの予想数

値と異なる結果となる可能性があります。業績予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の６ページ
及び別添の中間決算説明資料５ページを参照してください。

６３３，７７１，４２９
６３３，５４５，８２１

平成１５年９月中間期

経　常　収　益

163,000通        期

福 岡 県

特定取引勘定設置の有無

代 表 者 取締役頭取

取締役総合企画部長問合せ先責任者

中間決算取締役会開催日

81,004平成１５年９月中間期

上場取引所(所属部) 東証･大証各市場第1部、福証

26,839  

本社所在都道府県

百万円

316,838 

キャッシュ・フロ－

営業活動による

81,375 18,028

21,473  
百万円

米国会計基準採用の有無

4.7 6,904,089 325,046 
平成１４年９月中間期 6,801,787 

16,059

18,000

160,230  △57,611  

経　常　利　益 当 期 純 利 益

△1,607  
136,395  

33,000

198,019  

　　 　連結 （新規） １ 社　（除外）１ 社  （合併による減少） ２ 社　  持分法　（新規）－ 社　（除外）－ 社

7,691

投資活動による

4.7 

６３３，５３８，３９５

百万円

１株当たり

財務活動による

株主資本 (国内基準)

連結自己資本比率

平成１５年９月中間期

平成１４年９月中間期

総 資 産

平成１５年３月期 12
15
15

9,659平成１４年９月中間期

６３３，４７０，０４８

平成１５年３月期 164,326

１株当たり

中間(当期)純利益

潜在株式調整後

上 場 会 社 名

コ ー ド 番 号

株 式 会 社 福 岡 銀 行
８３２６

百万円

キャッシュ・フロ－

(速報値)

現金及び現金同等物

百万円

６３３，７３２，９９４

期末残高

39
13

79
銭

13
銭

9,75615,075

経　常　収　益 経　常　利　益 中間(当期)純利益

１株当たり中間(当期)純利益

キャッシュ・フロ－

６３３，６８４，７４０

株 主 資 本

平成１５年９月中間期

％

65
11 7

11,377  平成１４年９月中間期

平成１５年３月期 120,506  △139,335  17,708  
△100,969  

百万円

株主資本比率

7
24

平成１５年３月期 6,995,294 314,974 4.5 

(１)



株 式 会 社 福 岡 銀 行

企 業 集 団 の 状 況

１．企業集団の事業の内容

２．企業集団の事業系統図

本店ほか支店 １５７、出張所 ９、代理店 １

海外駐在員事務所 ３

人材派遣業

福銀事務サービス㈱ 事務代行業

福銀不動産調査㈱ 事務代行業

ふくおか債権回収㈱ 事業再生支援・債権管理回収業

計算受託業等

㈱福岡カード クレジットカード業等

ふくぎん保証㈱ 借入債務の保証業等

３．関係会社の状況

(1)

(2)

(3)

当行グループは、当行、子会社７社で構成され、銀行業務を中心に保証業務、クレジット

カード業務、銀行事務代行業務などの金融サ－ビスを提供しております。

銀 行 業

その他事業

福銀システムサービス株式会社は平成１５年６月３０日付で解散いたしました。

福銀オフィスサービス㈱ 

福岡コンピューターサービス㈱

当中間連結会計期間中において、事業再生に軸足を置いたサービサー、ふくおか債権回収株
式会社を設立いたしました。

福銀管理サービス株式会社と福銀オフィスサービス株式会社、福銀ビジネスサービス株式会
社と福銀事務サービス株式会社は平成１５年４月１日付で合併し、法人名称をそれぞれ福銀
オフィスサービス株式会社、福銀事務サービス株式会社としております。

連結子会社 ７社

福
岡
銀
行

(２)
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経 営 方 針

１．経営の基本方針

福岡銀行グループ（以下 「当行」という ）は、５つの基本理念“５ＣValues”により、 。

質の高い金融サービスの提供を通して、企業価値の持続的な成長を実現してまいります。

○経営理念

福岡銀行は、５つの基本理念により、質の高い金融サービスの提供を通して

企業価値の持続的成長を実現する。

【福岡銀行の５つの基本理念“５Ｃ Values 】”

｢顧客｣(Customers ：顧客を最優先する組織・人材）

｢信頼｣(Credibility ：顧客・社会から長期にわたる信頼を築きあげる組織・人材）

｢貢献｣(Contribution ：顧客や地域に貢献する組織・人材）

｢挑戦｣(Challenge ：前向きなチャレンジ意欲あふれる組織・人材）

｢変革｣(Change ：たゆまず進化する組織・人材）

当行の普遍的な価値観であるこの経営理念を踏まえ、この４月にスタートしました中期経

営計画『新世紀プランⅡ （平成１５年４月～平成１８年３月）におきましては目指す銀行』

像として「ゆるぎなく発展する先進銀行」を掲げております。

○目指す銀行像

「ゆるぎなく発展する先進銀行」

●高い収益力の達成

●資産内容の健全性確保

●高い企業価値の実現

●営業・経営管理における先進手法の追求

中期経営計画「新世紀プランⅡ」におきましては、前中期経営計画「新世紀プラン」で開

花した成長を持続させることを主眼に「拡大均衡の持続」を基本方針として定め、各種戦略

・施策を展開してまいります。

また、地域のリーディングバンクとしての顧客指向、地域への貢献はもとより、地方銀行

の枠組みにとらわれない優良行を目指して成長の方向性やそのスピードといった質・量の両

面にわたる発展を実現し、企業としての魅力をさらに高めてまいります。

２．利益配分に関する基本方針

当行は、銀行の公共性に鑑み、長期的かつ安定的な経営基盤の確保や、内部留保の充実に

よる財務体質の強化などに努め、安定的な配当を継続実施していくことを利益配当の基本方

針としております。

第９３期の中間配当につきましても、この基本方針を継続し、従来どおり１株当たり

２．５円といたしました。

株 式 会 社 福 岡 銀 行
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株 式 会 社 福 岡 銀 行

３．投資単位の引下げに関する方針

当行株式投資単位の引き下げにつきましては、現状の株価水準、株主数、株式の流動性、

需給環境および費用対効果などに照らして直ちに実施すべき状況にはないものと考えており

ますが、株主重視の観点から、投資家ニーズや上記諸要素その他の状況の推移を勘案し適宜

検討を行ってまいります。

４．目標とする経営指標

本年４月にスタートしました中期経営計画 『新世紀プランⅡ （平成１５年４月～平成１』

８年３月）では､最終年度である平成１７年度の目標経営指標として 「コア業務純益７００、

億円 「当期利益３００億円 「ＲＯＥ８％ 「不良債権比率３％」を掲げており、着実な達」 」 」

成を目指したいと考えております。

５．中長期的な経営戦略

『新世紀プランⅡ』では、基本方針を「拡大均衡の持続」と定め、具体的には以下に記載

する各種施策を実施することにより、さらに高いレベルの成長を追求してまいります。

（営業面全般）

お客さまの金融ニーズに的確にお応えするため、新商品の開発、各種サービスの提供など

を積極的に進める「顧客セグメント別営業戦略の進化」に取組み、営業基盤の拡大に努めて

まいります。

（法人営業部門）

本年４月に福岡・北九州・久留米の各地区に新設した「コーポレート営業部」を核に、本

部との協業による付加価値提供営業・問題解決型営業を訴求点とした中小企業に対する営業

強化を図ります。

（個人営業部門）

資産運用商品（投信・保険等）の販売に関しましては、店頭でのチーム営業体制を中心に

専門性・商品説明力を備えた販売体制のもと、お客様の満足度を高めてまいります。

住宅ローンに関しましては、福岡県内１４か所に設置したローンセンターを中心に、営業

力強化、事務の高品質・効率化を図ってまいります。

消費性ローンに関しましては、店頭、モバイル・インターネット、ダイレクトバンキング

センター等多様なチャネルの活用により、お客様のニーズに応じたマーケティング機能の強

化を図ります。

（リスクマネジメント）

本年４月、事業再生・健全化支援の専担部署として事業金融部を新設し、事業再生と不良

債権処理加速化の同時実現を図ります また５月には事業再生に軸足を置いたサービサー ふ。 「

くおか債権回収株式会社」を設立し、地域再生ファンド等とも協力のうえ事業再生にスピー

ド感を持って取組んでまいります。

（ＩＴ）

本年１月に全面稼働した「広島銀行との共同化システム」を最大限に活用した競争力ある

各種システムの開発により、システム優位性の維持・拡大に取組みます。

（事務）

内部事務や個人ローン事務の集約化を中心とした業務改革、新営業店システムの導入、関

連会社の機能別統合を進め、グループ全体の生産性向上を図ります。
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（人材マネジメント）

人材の育成と戦略的な配置に努めるとともに、環境変化に沿った納得性の高い育成・評価

・処遇を実現する人事制度改革を進めてまいります。

６．対処すべき課題

景気は一部に持ち直しの兆しが見られるものの依然、低成長、デフレの進行が止まらぬ厳

しい環境が想定されるなか、引続き不良債権処理の加速化が経済運営の中心課題となってい

ます。また金融庁が地域金融機関に対し公表しました「リレーションシップバンキングの機

能強化に関するアクションプログラム」では「中小企業金融再生に向けた取組み」と「各金

融機関の健全性の確保、収益性の向上に向けた取組み」が求められています。さらに企業金

融においては直接金融に止まらず、証券化・流動化のビジネスが徐々にその市場地位を高め

ていくものと考えられます。

このような経営環境のなか当行は、上記「新世紀プランⅡ」の各種施策を確実に実施し、

収益力の拡大と資産内容の健全性を確保することで高い企業価値の実現を目指すとともに、

営業・経営管理における先進手法を追求し新たな銀行業務の規範を構築してまいります。

また、収益力、財務体質の一層の強化やさらなる経営の効率化に努め “地域の皆さまに、

良質な金融サービスを提供し、地域社会の発展に貢献する”という地域金融機関の使命を果

たすとともに 企業価値の向上に向けて役職員一同 努力してまいりたいと考えております、 、 。

７．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び施策の実施状況

（基本的な考え方）

「１．経営の基本方針」に記載のとおり、当行は５つの基本理念（顧客・信頼・貢献・挑

戦・変革）により質の高い金融サービスの提供を通して企業価値の持続的な成長を実現する

ことを経営理念としており、この経営理念のもと、経営の透明性確保、意思決定の迅速化、

監査機能の強化等に努めてまいります。

（経営機構）

当行は監査役制度を採用しており、監査役５名のうち３名を社外監査役としております。

また、意思決定の迅速化を図るため、取締役会で定める方針に基づき業務執行に関する重

要な事項を協議する機関として「経営会議」を、同じく決定する機関として「常務会」を設

けております。なお、この経営会議・常務会には監査役も出席するなど、監査役が取締役に

対する監督機能を十分に発揮できる体制を構築しております。

（コンプライアンス）

当行はコンプライアンスを経営の最重要課題の一つと位置づけ、コンプライアンス体制の

充実と強化に取り組んでおります。

具体的には、外部の弁護士等を交えた「コンプライアンス委員会」においてコンプライア

ンス態勢の評価・チェックを定期的に行うとともに、コンプライアンスを確実に実践してい

くための具体的な実践計画として「コンプライアンス・プログラム」を年度毎に策定し、コ

ンプライアンスに関わる組織や行内規程の更なる整備等に取り組んでおります。
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経営成績及び財政状態
(当中間連結会計期間の概況及び通期の見通し)

１．経営成績

(業 績)

平成１５年度上半期の我が国経済は、イラク情勢の緊迫化や新型肺炎(ＳＡＲＳ)等の影

響はあったものの、個人消費や住宅投資が比較的堅調に推移したことから、全体として横

ばい圏内の動きとなりました。期末にかけては、企業業績の回復を背景に設備投資が増加

傾向となり、持ち直しに向けた動きも一部には見られるようになりました。

こうしたなか、当中間連結会計期間における損益状況につきましては、資金の効率的運

用・調達及び経営全般に亘る合理化に努め、グループ全体の収益力の強化を図りました。

当中間連結会計期間の主要損益につきましては、経常収益は前年同期比３億７千１百万

円減少し８１０億４百万円となりました。経常費用は、不良債権のオフバランス加速化に

よる信用コストの増加に伴い、前年同期比２５億８千１百万円増加し６５９億２千８百万

円となりました。

その結果、経常利益は前年同期比２９億５千３百万円減少して１５０億７千５百万円、

中間純利益は前年同期比９千７百万円増加して９７億５千６百万円となりました。

なお、当中間連結会計期間末の国内基準による連結自己資本比率は前年同期比横這いの

９．４５％となりました。

連結会社は保証業等を営んでおりますが、それらの事業の全セグメントに占める割合が

僅少であるため、以下は福岡銀行の損益について記載いたします。

当中間期の損益状況につきましては、経常収益は前年同期比３億８千４百万円減少し

７８８億９千５百万円となりました。経常費用は、資金調達費用が減少したことに加え営

業経費の削減を図ったものの 不良債権のオフバランス化による信用コストの増加に伴い、 、

前年同期比１９億２百万円増加し、６３９億５百万円となりました。

以上の結果 経常利益は前年同期比２２億８千６百万円減少して１４９億８千９百万円、 、

中間純利益は前年同期比２億４百万円増加して９６億８千６百万円となりました。

(通期の見通し)

中期経営計画「新世紀プランⅡ」の初年度にあたる平成１６年３月期の業績につきまし

ては、収益(インカム)、リスク、コスト及びリソースをバランスよく均衡させた戦略・施

策展開を図り、連結経常収益１，６３０億円(銀行単体１，５９０億円)、連結経常利益

３３０億円(同３３０億円)、連結当期純利益１８０億円(同１８０億円)程度の業績を見込

んでおります。
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２．財政状態

(1)資産、負債、資本の状況

預金・譲渡性預金

預金は、個人の流動性預金が前年度に引き続き順調に推移いたしましたことにより、前

年同期比１ ０３７億円増加して５兆９ １１７億円となりました また 譲渡性預金は， ， 。 、 、

前年同期比５億円減少して１，９８２億円となりました。

貸 出 金

貸出金は資金需要が低迷するなか、引き続き地元企業や個人のお客さまを中心とした総

合取引の拡大に努めました。しかし、一方で不良債権のオフバランス化を進めた結果､

前年同期比１８４億円減少して５兆６７２億円となりました。

有 価 証 券

有価証券は、安全性と収益性の両面に留意して投資の多様化を行いました結果、前年同

期比６４５億円増加して１兆４，０１４億円となりました。

資 産 運 用 商 品

お客さまの多様化する資産運用ニーズにお応えいたしました結果、投資信託は期中

３９８億円販売して中間期末残高は１，３４３億円となりました。また、個人年金保険の

販売も期中２５６億円と順調に推移しております。

(2)キャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ・フローは期中２１４億７千３百万円のプラスとなりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは債券等を中心とした有価証券の取得を主因に５７６

億１千１百万円のマイナスとなりました。また、財務活動によるキャッシュ・フローは

１６億７百万円のマイナスとなりました。

以上の結果、現金及び現金同等物の中間期末残高は期中３７７億８千９百万円減少して

１，６０２億３千万円となりました。

株 式 会 社 福 岡 銀 行
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(単位：百万円)

金　　　　額 金　　　　額

161,491 5,911,722

15,712 198,282

24,225 22,225

5,065 115,208

1,508 357

1,401,488 75,007

5,067,206 269

3,107 22,250

77,453 47,417

142,495 61,338

55,315 948

84,727 8

△135,707 37,239

47

84,727

6,577,049

1,993

58,658

36,913

138,392

54,507

37,208

△634

325,046

6,904,089 6,904,089

第９３期中(平成15年9月30日現在)中間連結貸借対照表

自 己 株 式

少 数 株 主 持 分

土地再評価差額金

その他有価証券評価差額金

( 資 本 の 部 )

資 本 剰 余 金

資 本 金

利 益 剰 余 金

（少数株主持分）

資 産 の 部 合 計
負 債 、 少 数 株 主 持 分
及 び 資 本 の 部 合 計

資 本 の 部 合 計

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

現 金 預 け 金

コールローン及び買入手形

預 金

譲 渡 性 預 金

支 払 承 諾

負 債 の 部 合 計

科　　　　　　目科　　　　　　目

そ の 他 負 債

退 職 給 付 引 当 金

コールマネー及び売渡手形

借 用 金

外 国 為 替

新株予約権付社債

社 債

債券貸借取引受入担保金

買 入 金 銭 債 権

特 定 取 引 資 産

外 国 為 替

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金

支 払 承 諾 見 返

動 産 不 動 産

連 結 調 整 勘 定

特 定 取 引 負 債

その他の偶発損失引当金

再 評 価 に 係 る
繰 延 税 金 負 債

そ の 他 資 産

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

貸 出 金

（８）
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81,004

62,473

( 47,962 )

( 13,722 )

13,062

156

3,033

2,278

65,928

9,785

( 1,296 )

3,500

9

172

39,091

13,369

15,075

2,617

749

16,943

409

6,783

6

9,756

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

少 数 株 主 損 失

中 間 純 利 益

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

( う ち 預 金 利 息 )

そ の 他 業 務 費 用

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

特 定 取 引 費 用

(うち有価証券利息配当金)

役 務 取 引 等 収 益

特 定 取 引 収 益

そ の 他 業 務 収 益

資 金 運 用 収 益

( う ち 貸 出 金 利 息 )

(単位：百万円)

科　　　　　　　　　　目　 金　　　　　　　　　　額

経 常 収 益

第９３期中 中間連結損益計算書
平成１５年４月  １日から
平成１５年９月３０日まで

（９）
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(単位：百万円)

(資本剰余金の部)

(利益剰余金の部)

利 益 剰 余 金 中 間 期 末 残 高 138,392

配 当 金 1,581

役 員 賞 与 40

自 己 株 式 処 分 差 損 0

連 結 範 囲 の 変 更 18

利 益 剰 余 金 減 少 高 1,640

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 128,732

利 益 剰 余 金 増 加 高 11,300

中 間 純 利 益 9,756

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額 1,543

 第９３期中

科　　　　　目 金　　　　　　　額

平成15年4月 1日から

平成15年9月30日まで
 中間連結剰余金計算書

36,913

－

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 増 加 高

資 本 剰 余 金 中 間 期 末 残 高

－

36,913

資 本 剰 余 金 減 少 高

（10）
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      中間連結キャッシュ・フロ－計算書

（単位：百万円）

Ⅰ

(△)
(△)
(△)
(△)

(△)
(△)
(△)

(△)
(△)

(△)

Ⅴ (Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ＋Ⅳ)

Ⅵ

Ⅶ

8

特 定 取 引 負 債 の 純 増 減 (△) 192

動 産 不 動 産 処 分 損 益
△ 977

749
2,600

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロ－

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額

少 数 株 主 へ の 配 当 金 支 払 額

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ －

自 己 株 式 の 売 却 に よ る 収 入

配 当 金 支 払 額

自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出

第９３期中
平成15年4月 1日から
平成15年9月30日まで

投資活動によるキャッシュ・フロ－Ⅱ

連 結 調 整 勘 定 償 却 額
貸 倒 引 当 金 の 増 加 額

有 価 証 券 関 係 損 益

預 金 の 純 増 減

資 金 調 達 に よ る 支 出

為 替 差 損 益

預け金(日銀預け金を除く)の純増（△）減
借用金(劣後特約付借入金を除く)の純増減

△ 465,276有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出

有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入
有 価 証 券 の 償 還 に よ る 収 入

動 産 不 動 産 の 売 却 に よ る 収 入
動 産 不 動 産 の 取 得 に よ る 支 出

金　　　　額

営業活動によるキャッシュ・フロ－

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益

特 定 取 引 資 産 の 純 増(△)減

金 銭 の 信 託 の 運 用 損 益

退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 △ 71
資 金 運 用 収 益
資 金 調 達 費 用

そ の 他 の 偶 発 損 失 引 当 金 の 増 加 額

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ －

減 価 償 却 費

小 計
法 人 税 等 の 支 払 額

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ －

貸 出 金 の 純 増 ( △ ) 減

外 国 為 替 （ 負 債 ） の 純 増 減
資 金 運 用 に よ る 収 入

譲 渡 性 預 金 の 純 増 減

コ － ル ロ － ン 等 の 純 増 （ △ ） 減

連 結 子 会 社 株 式 の 取 得 に よ る 支 出

△ 45,504

16,943
2,531

19

△ 61,632

△ 62,473
9,785
3,304

2

108,484
18,525

△ 16,451

△ 56

27,376
670

△ 645
45

62,846

コ － ル マ ネ － 等 の 純 増 減
△ 1,570債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金 の 純 増 減

そ の 他

外 国 為 替 （ 資 産 ） の 純 増 （ △ ） 減

役 員 賞 与 の 支 払 額
△ 10,083

△ 40

△ 32,585

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額

現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の中間期末残高

198,019

160,230

△ 37,789

△ 1,607

△ 42

0

21,473

647
△ 904

△ 1,580

△ 57,611

21,995

△ 25

55,397
352,599

△ 2

△ 522

△ 75

(11)
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

（１）連結子会社　７社
連結子会社名は、「企業集団の状況」に記載しているため省略しております。

（２）非連結子会社　　
該当ありません。

２．持分法の適用に関する事項

（１）持分法適用の非連結子会社　 該当ありません。
（２）持分法適用の関連会社　 該当ありません。
（３）持分法非適用の非連結子会社 該当ありません。
（４）持分法非適用の関連会社 該当ありません。

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

連結子会社の中間決算日と中間連結決算日は一致しております。

４．会計処理基準に関する事項

（１）特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準

（２）有価証券の評価基準及び評価方法

①

②

（３）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行っております。

有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されてい
る有価証券の評価は、時価法により行っております。

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による原価法又は償却原価
法(定額法)、その他有価証券のうち時価のあるものについては、中間連結決算日の市場価
格等に基づく時価法(売却原価は移動平均法により算定)、時価のないものについては、移
動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により処理しております。

金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格
差等を利用して利益を得る等の目的（以下「特定取引目的」）の取引については、取引の約定
時点を基準とし、中間連結貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上すると
ともに、当該取引からの損益を中間連結損益計算書上「特定取引収益」及び「特定取引費用」
に計上しております。

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については中間連結決算日
の時価により、スワップ・先物・オプション取引等の派生商品については中間連結決算日にお
いて決済したものとみなした額により行っております。
また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当中間連結会計期間中の受払利息等に、
有価証券、金銭債権等については前連結会計年度末と当中間連結会計期間末における評価損益
の増減額を、派生商品については前連結会計年度末と当中間連結会計期間末におけるみなし決
済からの損益相当額の増減額を加えております。

福銀システムサービス株式会社は平成１５年６月３０日をもって解散しておりますが、解散時
までの損益計算書については連結しております。

なお、福銀管理サービス株式会社と福銀オフィスサービス株式会社、福銀ビジネスサービス株
式会社と福銀事務サービス株式会社は平成１５年４月１日付で合併し、法人名称をそれぞれ福
銀オフィスサービス株式会社、福銀事務サービス株式会社としております。
また、ふくおか債権回収株式会社を設立し当中間連結会計期間から連結の範囲に含めておりま
す。

（12）
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（４）減価償却の方法

① 動産不動産

建　物　３年～５０年
動　産　２年～２０年

連結子会社の動産不動産については、主として当行と同様の処理を行っております。

② ソフトウェア

（５）貸倒引当金の計上基準

（６）退職給付引当金の計上基準

過去勤務債務
数理計算上の差異

（７）その他の偶発損失引当金

当行の動産不動産の減価償却は、定率法を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按
分し計上しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

自社利用のソフトウェアについては、当行及び連結子会社で定める利用可能期間（５年）
に基づく定額法により償却しております。

その他の偶発損失引当金は、他の引当金で引当対象とした事象以外の偶発事象に対し、将来
発生する可能性のある損失を見積もり、必要と認められる額を計上しております。

当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しておりま
す。
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者(以下、「破綻先」という)に
係る債権及びそれと同等の状況にある債務者(以下、「実質破綻先」という)に係る債権につ
いては、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その
残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可
能性が大きいと認められる債務者(以下、「破綻懸念先」という)に係る債権については、債
権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のう
ち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。
なお、破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者等で与信額が一定額以上の大口債
務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積
もることができる債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利
子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法(キャッシュ･フロー
見積法)により引き当てております。
上記以外の債権については、過去の一定期間におけるデフォルト件数から算出したデフォル
ト率等に基づき計上しております。なお、特定海外債権については、対象国の政治経済情勢
等に起因して生ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定として計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部
署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引
当を行っております。
連結子会社の貸倒引当金については貸倒実績率等に基づく処理を行っております。

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められ
る額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の処理方法は以下のと
おりであります。

発生年度に全額を処理。
各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年
数（１０年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連
結会計年度から損益処理。

当行は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成15年8
月1日に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けております。
当行は「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委員
会報告第13号）第47-2項に定める経過措置を適用し、当該将来分返上認可の日において代行
部分に係る退職給付債務と年金資産を消滅したものとみなして会計処理しております。

本処理に伴う当中間連結会計期間における損益に与えている影響額は、特別利益として
2,524百万円計上しております。
また、当中間連結会計期間末日現在において測定された返還相当額（最低責任準備金）は
18,491百万円であります。
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（８）外貨建資産・負債の換算基準

（９）リース取引の処理方法

（10） 重要なヘッジ会計の方法

   ①金利リスク・ヘッジ

   ②為替変動リスク・ヘッジ

（11）消費税等の会計処理

当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（12）税効果会計に関する事項

当行の外貨建資産・負債については、中間連結決算日の為替相場による円換算額を付してお
ります。
外貨建取引等の会計処理につきましては、前連結会計年度は「銀行業における外貨建取引等
の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報
告第25号。以下「業種別監査委員会報告第25号」という。）による経過措置を適用しており
ましたが、当中間連結会計期間からは、同報告の本則規定に基づき資金調達通貨（邦貨）を
資金運用通貨（外貨）に変換する等の目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等
については、ヘッジ会計を適用しております。なお、当該ヘッジ会計の概要につきまして
は、「(10)重要なヘッジ会計の方法」に記載しております。

この結果、従来、期間損益計算していた当該通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等を時
価評価し、正味の債権及び債務を中間連結貸借対照表に計上したため、従来の方法によった
場合と比較して、「その他資産」は4,754百万円増加、「その他負債」は4,754百万円増加し
ております。なお、この変更に伴う損益への影響はありません。

また、上記以外の先物外国為替取引等に係る円換算差金は、従来、相殺のうえ「その他資
産」中のその他の資産又は「その他負債」中のその他の負債で純額表示しておりましたが、
当中間連結会計期間からは、業種別監査委員会報告第25号に基づき総額で表示するととも
に、「その他資産」及び「その他負債」中の金融派生商品に含めて計上しております。この
変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、「その他資産」は1,249百万円増加、
「その他負債」は1,249百万円増加しております。

当行及び連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

中間連結会計期間に係る納付税額及び法人税等調整額は、当行の決算期において予定してい
る利益処分方式による動産不動産圧縮特別勘定積立金及び動産不動産圧縮積立金の積立て及
び取崩しを前提として、当中間連結会計期間に係る金額を計算しております。

当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジに
よっております。前連結会計年度は「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上
及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号。以下「業種別監
査委員会報告第24号」という。)に規定する経過措置に基づき、多数の貸出金・預金等から
生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理する、｢マクロヘッジ｣を実施して
おりましたが、当中間連結会計期間からは、同報告の本則規定に基づき処理しております。
ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象とな
る預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルー
ピングのうえ特定し評価しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについ
ては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をして
おります。
また、当中間連結会計期間末の中間連結貸借対照表に計上している繰延ヘッジ損益のうち、
従来の「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損益は、「マクロヘッジ」で指定したそれぞれ
のヘッジ手段の平均残存期間に応じ平成15年度から３年間にわたって、資金調達費用として
期間配分しております。
なお、当中間連結会計期間末における「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は18,544百
万円であります。

当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、繰延
ヘッジによっております。前連結会計年度は業種別監査委員会報告第25号による経過措置を
適用しておりましたが、当中間連結会計期間からは、同報告の本則規定に基づき資金調達通
貨（邦貨）を資金運用通貨（外貨）に変換する等の目的で行う通貨スワップ取引及び為替ス
ワップ取引等については、ヘッジ会計を適用しております。

これは、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及
び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合う
ヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を
評価するものであります。
なお、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。
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５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、中間連結貸借対照表上の｢現金
預け金｣のうち現金及び日本銀行への預け金であります。

（15）
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注  記  事  項

(中間連結貸借対照表関係）

１．

２．

３．

４．

５．

６． 担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産

有価証券 285,276百万円
貸出金 347,536百万円

担保資産に対応する債務
預    金 19,404百万円
債券貸借取引受入担保金 115,208百万円

７． 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し
出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資
金を貸し付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、
1,723,134百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの（または任意の時期に
無条件で取消可能なもの)が1,719,747百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残
高そのものが必ずしも当行及び連結子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるも
のではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相
当の事由があるときは、当行及び連結子会社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約
極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において
必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めてい
る行内(社内)手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全
上の措置等を講じております。

貸出金のうち、破綻先債権額は23,495百万円、延滞債権額は153,862百万円であります。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の
事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しな
かった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）
のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホま
でに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建
又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は1,361百万円であります。
なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅
延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は82,927百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利
の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決め
を行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであり
ます。

破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は
261,647百万円であります。
なお、上記１．から４．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱
い」(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号)に基づき金融取引として処理して
おります。これにより受け入れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は(再)担保という
方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、83,694百万円であり
ます。

上記のほか、為替決済、郵便局後納料金等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用
として有価証券146,114百万円を差し入れております。
また、動産不動産のうち保証金権利金は2,108百万円、その他資産のうち先物取引差入証拠
金等は30百万円であります。
なお、手形の再割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査
上の取扱い」(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号)に基づき金融取引として
処理しておりますが、これにより引き渡した商業手形、買入外国為替はありません。
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８．

９．

　再評価を行った年月日 平成１０年３月３１日
　同法律第３条第３項に定める
　再評価の方法

百万円

１０． 動産不動産の減価償却累計額 百万円

１１．

１２．

１３．

１４．

(中間連結損益計算書関係）

１．

２．

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　平成１５年９月３０日現在

現金預け金勘定 百万円

有利息預け金 百万円

現金及び現金同等物 百万円

△ 1,260

160,230

ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で繰延ヘッジ損失としてその他資産に含めて
計上しております。なお、上記相殺前の繰延ヘッジ損失の総額は17,792百万円、繰延ヘッ
ジ利益の総額は519百万円であります。

連結子会社であった福銀リース株式会社の株式譲渡にあたり、譲渡時の同社保有リース・
割賦資産残高59,396百万円については、所要の引当金を計上しておりますが、譲渡後の引
当金増減額については、当行と譲渡先の双方で折半する契約を行っております。

当行は、共同利用型基幹システムの開発のため、電子計算機を株式会社広島銀行と共同賃
借し、そのリース債務3,542百万円について相互に保証しております。

借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借
入金64,000百万円が含まれております。

新株予約権付社債は、商法旧第３４１条ノ２の規定に基づき発行された劣後特約付無担保
転換社債であります。

39,960

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額と
の関係

土地の再評価に関する法律(平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、当行の事
業用土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評
価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差
額金」として資本の部に計上しております。

161,491

土地の再評価に関する法律施行令(平成１０年３月３１
日公布政令第１１９号）第２条第４号に定める算定方
法に基づき、地価税法に規定する地価税の課税価格の
計算の基礎となる土地の価額(路線価）を基準として時
価を算出しております。

同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当中間連結会計期間末における時価
の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額

特別利益には、当行の厚生年金基金代行返上益2,524百万円及び東京都外形標準課税還付金
89百万円を含んでおります。

71,960

その他経常費用には、貸倒引当金繰入額7,517百万円、債権売却損4,533百万円を含んでお
ります。
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(単位：百万円)

2,615 35,220 1,988

△512 △122 △602 △32

128,732 9,660

54,898 △391 56,051 △1,544

58,6580 0

36,913 0 36,913 0

138,392

54,507

37,208

△634

利 益 剰 余 金

土 地 再 評 価 差 額 金

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

自 己 株 式

61,338 △9,131

948

資 本 剰 余 金

58,658

36,913

資 本 金 58,658

少 数 株 主 持 分 1,993

6,995,294 △91,205

314,974 10,072

債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金 115,208 50,010 65,198

24,040 △1,790

47,417 0

2,202 △209

97,788 △13,061

6,678,117 △101,068

1,019 △71

38,293 △1,054

－ 8

116,779 △1,571

75,063 △56

164 193

259,914 △61,632

54,810 △32,585

5,893,126 18,596

38 △38

6,995,294 △91,205

97,788 △13,061

△181,211 45,504

145,997 △3,502

64,518 △9,203

2,461 646

65,825 11,628

1,363,022 38,466

5,175,690 △108,484

7,665 △2,600

1,511 △3

43,089 △27,377

8,946 15,279

199,950 △38,459

平成１４年度末 比 較

(Ａ－Ｂ) （要約)(Ｃ) (Ａ－Ｃ)

△135,707

平成１５年中間期末 平成１４年中間期末 比 較

－ 43 △43

102,063 △17,336

△102

（少数株主持分）

△553

△208,205 72,498

2,155 △162

－ 8

1,215 △267

1,401,488 1,336,972

1,508 1,610

23,737161,491 137,754

5,065 30,798 △25,733

△5,937

24,225 6,465 17,760

科 目
(Ａ) (Ｂ)

外 国 為 替

預 金

譲 渡 性 預 金

（資産の部）

現 金 預 け 金

コ ー ル ロ ー ン 及 び 買 入 手 形

特 定 取 引 資 産

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

貸 出 金

（資本の部）

コ ー ル マ ネ ー 及 び 売 渡 手 形

そ の 他 資 産

動 産 不 動 産

支 払 承 諾 見 返

資 産 の 部 合 計

（負債の部）

貸 倒 引 当 金

連 結 調 整 勘 定

繰 延 税 金 資 産

資 本 の 部 合 計

6,904,089 6,801,787

325,046 316,838

負債、少数株主持分及び資本の部合計

15,712 21,649

支 払 承 諾

借 用 金

外 国 為 替

84,727

142,495

退 職 給 付 引 当 金

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債

買 入 金 銭 債 権

269

24,520 △2,270

負 債 の 部 合 計

そ の 他 負 債

新 株 予 約 権 付 社 債 47,417

社 債 22,250

47,417

5,911,722 5,808,001 103,721

68,058

198,282

75,007

22,225 72,537 △50,312

198,835

102,302

6,949

8,208

218 51

70,469

0

132,286 6,106

34,593

6,904,089 6,801,787 102,302

84,727 102,063 △17,336

37,239 39,446 △2,207

6,577,049 6,482,793 94,256

3,107 3,794

5,067,206 5,085,634

65,108

77,453 72,117 5,336

145,979 △3,484

比 較 中 間 連 結 貸 借 対 照 表 （主要内訳）

特 定 取 引 負 債 357 － 357

55,315 △9,793

△18,428

64,516

△687

224 45

69,476 △8,138

－ 47

そ の 他 の 偶 発 損 失 引 当 金 8

連 結 調 整 勘 定 47 － 47

(18)
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(単位：百万円)

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

302

7,691

1,147

16,777

681

8,102

6,257

1,261

6,217

4,314

148,267

22,427

2

24,078

144

3,820

164,326

129,569

98,596

29,454

比 較 中 間 連 結 損 益 計 算 書 （主要内訳）

平成１５年中間期 平成１４年中間期 比 較 平成１４年度
科 目

(Ａ) (Ｂ) (Ａ－Ｂ) （要　　約)

△371

6,783

経 常 収 益 81,004 81,375

資 金 運 用 収 益

( う ち 貸 出 金 利 息 )

( う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金 )

信 託 報 酬

役 務 取 引 等 収 益

特 定 取 引 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

特 別 利 益

資 金 調 達 費 用

( う ち 預 金 利 息 )

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

特 定 取 引 費 用

特 別 損 失

税金等調整前中間(当期)純利益

少 数 株 主 利 益
（ △ は 少 数 株 主 損 失 ）

62,473

1,296

3,500

15,075

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

64,663 △2,190

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

△1,080

47,962 49,113 △1,151

1,420

－

3,033

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

13,722 14,802

13,062 11,642

－ －

65,928 63,347

2,825 208

156 46 110

2,581

2,278 2,197 81

2,023 △727

9,785 11,552 △1,767

2,724 776

39,091 39,635 △544

172 444 △272

9 －

18,028 △2,953

13,369 8,990 4,379

963 △214

2,617 14 2,603

749

9,756 9,659 97

△ 6 247 △253

6,709

16,943 17,080 △137

409 462

9 －

△53

74

78,642

39,678

16,059

1,865
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(単位：百万円)

(資本剰余金の部)

(利益剰余金の部)

138,392 132,286 6,106 128,732

40 50 △10 50

1,581 1,582 △1 3,164

1,640 1,632 8 3,220

－ － － 2

9,756 9,659 97 7,691

11,300 10,088 1,212 8,122

128,732 123,830 4,902 123,830

－

36,913 36,913 0 36,913

36,913

－ － － －

利益剰余金中間(当期)期末残高

36,913 36,913 0

－ － －

配 当 金

役 員 賞 与

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

連 結 範 囲 の 変 更

利 益 剰 余 金 減 少 高

土地再評価差額金取崩額

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 増 加 高

資 本 剰 余 金 減 少 高

資本剰余金中間(当期)期末残高

比 較 中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書 

科 目
平成１５年中間期 平成１４年中間期 平成１４年度

(Ａ－Ｂ)

比 較

(Ａ) (Ｂ)

1,543 428 1,115 428

5連 結 範 囲 の 変 更 18 － 18

－自 己 株 式 処 分 差 損 0 － 0

(20)
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（単位：百万円）

Ⅰ

(△)

(△)

(△)

(△)

(△)

(△)

(△)

(△)

(△)

(△)

(△)

Ⅴ (Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ＋Ⅳ)

Ⅵ

Ⅶ

比 較 中 間 連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

△ 42 △ 60 18 △ 68

△ 75 － △75 －

現金及び現金同等物に係る換算差額

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ －

劣 後 特 約 付 借 入 に よ る 収 入

動 産 不 動 産 の 売 却 に よ る 収 入

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ －

配 当 金 支 払 額

少 数 株 主 へ の 配 当 金 支 払 額

投資活動によるキャッシュ・フロ－

財務活動によるキャッシュ・フロ－

平成１４年度

△ 139,335

301

△ 2,620

799625

198,019

48,103債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金 の 純 増 減 △ 1,570 △ 18,665 17,095

現金及び現金同等物の中間期末(期末）残高 160,230 136,395 23,835

△ 1,189

現金及び現金同等物の期首残高 198,019 199,208 △1,189 199,208

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額 △ 37,789 △ 62,813 25,024

17,708△ 1,607 11,377

△ 3,161

△ 3

△ 126

△12,984

△ 1,582△ 1,580

自 己 株 式 の 売 却 に よ る 収 入 －

1

△ 25

0

△ 2

自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出

0－

21,000－ 13,000 △13,000

△ 466,049

143,334

184,899

27,169

△199,565△ 265,711

△ 4,571

118,695

1,811△2,494

120,506

そ の 他

21,473営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ －

小 計

法 人 税 等 の 支 払 ・ 還 付 額

21,995

△ 522

△ 18

133,243

△ 23,316

△ 16,451

△ 24

△4,946

69

10

△9,421

役 員 賞 与 の 支 払 額 △ 50

62,846

45

△ 10,083資 金 調 達 に よ る 支 出

資 金 運 用 に よ る 収 入

△ 40

外 国 為 替 （ 負 債 ） の 純 増 減

827

6,399

532△ 645

△ 32,585

△ 800 155

△56,712

△ 1,009

預け金(日銀預け金を除く)の純増（△）減 68,418

117,679

670

27,376

△ 56

コ － ル ロ － ン 等 の 純 増 （ △ ） 減

△42

△111,742

101,923

譲 渡 性 預 金 の 純 増 減 85,558

18,525

△ 61,632

1,677

△86,110

貸 出 金 の 純 増 ( △ ) 減 △ 324,928108,484

2,600

△ 234,872

特 定 取 引 負 債 の 純 増 減（△） 192 －

特 定 取 引 資 産 の 純 増 （△） 減 30,952

△ 88

資 金 運 用 収 益 △ 129,569

資 金 調 達 費 用 22,4279,785

△ 71 △178107

△ 64,663

△ 49,821

－

11

0

営業活動によるキャッシュ・フロ－

16,777

減 価 償 却 費 4,814

16,943税 金 等 調 整 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

233

△ 465,276

(B) (A－B)

平成１５年中間期 平成１４年中間期 比　　　　　較

19

－

2,531

(A)

647

△ 57,611

352,599

△ 904

200

△ 864

有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出

有 価 証 券 の 償 還 に よ る 収 入

有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入

動 産 不 動 産 の 取 得 に よ る 支 出

金 銭 の 信 託 の 減 少 に よ る 収 入

連 結 子 会 社 株 式 の 取 得 に よ る 支 出

55,397

－

貸 倒 引 当 金 の 増 加 額

退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額

持 分 法 に よ る 投 資 損 益

外 国 為 替 （ 資 産 ） の 純 増 （ △ ） 減

借用金(劣後特約付借入金を除く)の純増減

有 価 証 券 関 係 損 益

預 金 の 純 増 減

金 銭 の 信 託 の 運 用 損 益

為 替 差 損 益

コ － ル マ ネ － 等 の 純 増 減

連 結 調 整 勘 定 償 却 額

そ の 他 の 偶 発 損 失 引 当 金 の 増 加 額

△137

8

17,080

6

2,298

△ 22,828

－

0

13

△22,676

△0

343,356

192

△5,220

2,190

△1,767

260

△68,321

214,988

43,358

△200

△5,366

△2,872

△ 100,969

28,228

△ 3

△ 36

137,611

2

△40

22

11

1,972

68,991

24,867

△ 10,910

△ 50

67,792

24,127

△ 14

139,118

△ 7,030

26,839

△ 45,504

△ 8

24,478

16,848

489

4,757

8

11,552

7,820

3,304

△ 62,473

2

△ 977 △ 733

749動 産 不 動 産 処 分 損 益

164

△1,453

10

15,756

△ 11

△ 1,308△244

625
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１．事業の種類別セグメント情報

２．所在地別セグメント情報

３．国際業務経常収益

（単位：百万円）

(注)1. 一般企業の海外売上高に替えて、国際業務経常収益を記載しております。

2.

銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので記載しておりません。

セ グ メ ン ト 情 報

銀行業以外に保証業、クレジットカード業等を営んでおりますが、それらの事業の全セグメントに占める割合が僅少であ
るため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。

11,220 81,004 13.8%

国際業務経常収益の連結

(平成15年4月1日から平成15年9月30日まで)

全セグメントの経常収益の合計に占める本邦の割合が９０％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略し
ております。

生産、受注及び販売の状況

国際業務経常収益は、国内での外貨建諸取引、円建貿易手形取引、円建対非居住者諸取引、特別国際金融取引勘定における
諸取引に係る経常収益（ただし、連結会社間の内部経常収益を除く。）であります。

経常収益に占める割合
国際業務経常収益 連結経常収益

当中間連結会計期間

(平成14年4月1日から平成15年3月31日まで)

11,365

14.1%

13.9%

23,197
前連結会計年度

164,326

前中間連結会計期間

(平成14年4月1日から平成14年9月30日まで)

81,375
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（借手側） （借手側） （借手側）

・ ・ ・

百万円 百万円 百万円

百万円 百万円 百万円

百万円 百万円 百万円

・ 未経過リース料中間連結会計期間末残高相当額 ・ 未経過リース料中間連結会計期間末残高相当額 ・ 未経過リース料年度末残高相当額

百万円 百万円 百万円

百万円 百万円 百万円

百万円 百万円 百万円

・ ・ ・

百万円 百万円 百万円

百万円 百万円 百万円

百万円 百万円 百万円

・ 減価償却費相当額の算定方法 ・ 減価償却費相当額の算定方法 ・ 減価償却費相当額の算定方法

・ 利息相当額の算定方法 ・ 利息相当額の算定方法 ・ 利息相当額の算定方法

11,441

減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 5,271

リ－ス物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び
中間連結会計期間末残高相当額

取 得 価 額 相 当 額

リ－ス物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び
年度末残高相当額

取 得 価 額 相 当 額11,171 取 得 価 額 相 当 額 15,233

前中間連結会計期間

（平成１４年４月１日から平成１４年９月３０日まで）

リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外
のファイナンス・リ－ス取引

リ－ス物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び
中間連結会計期間末残高相当額

減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 5,568 減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 7,407

中間連結会計期間末残高相当額 5,603 中間連結会計期間末残高相当額 7,825

１ 年 内 1,918 １ 年 内 2,745

１ 年 超 4,004 １ 年 超 5,432

合 計 5,922 合 計 8,178

支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支 払 リ － ス 料 1,138 支 払 リ － ス 料 1,759

減 価 償 却 費 相 当 額 1,032 減 価 償 却 費 相 当 額 1,534

支 払 利 息 相 当 額 64 支 払 利 息 相 当 額 181

リ－ス料総額とリ－ス物件の取得価額相当額との差額
を利息相当額とし、各連結会計年度への配分方法につ
いては、利息法によっております。

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法によっております。

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法によっております。

リ－ス料総額とリ－ス物件の取得価額相当額との差額
を利息相当額とし、各中間連結会計期間への配分方法
については、利息法によっております。

リ－ス料総額とリ－ス物件の取得価額相当額との差額
を利息相当額とし、各中間連結会計期間への配分方法
については、利息法によっております。

6,169

１ 年 内 2,006

１ 年 超 4,521

年 度 末 残 高 相 当 額

6,528

支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支 払 リ － ス 料 3,174

合 計

2,819

支 払 利 息 相 当 額 271

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法によっております。

減 価 償 却 費 相 当 額

動　　　産 動　　　産動　　　産

リ　 －　 ス　 取　 引 

リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外
のファイナンス・リ－ス取引

当中間連結会計期間

（平成１５年４月１日から平成１５年９月３０日まで）

前連結会計年度

（平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日まで）

リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外
のファイナンス・リ－ス取引
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有 　価　 証 　券 

１．有 価 証 券 関 係

(注）1.

(注）2.

（１）満期保有目的の債券で時価のあるもの
(単位：百万円）

(注)1
(注)2 「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。
(注)3 前中間連結会計期間末及び前連結会計年度末は該当ありません。

（２）その他有価証券で時価のあるもの
(単位：百万円）

国債

地方債

社債

(単位：百万円）

国債

地方債

社債

(単位：百万円）

国債

地方債

社債

(注)1

(注)2 「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。

時価は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。
－ 71その他 4,000 3,928 △ 71

期 別
当中間連結会計期間末(平成１５年９月３０日現在）

種 類
中間連結貸借
対照表計上額

時価 差額 うち益 うち損

63,406 4,170合計 1,284,540 1,343,777 59,236

2
その他 358,840 389,796 30,956 31,196 240

313,482 318,302 4,820
625 3

499,161 503,194 4,032

うち損

債券 875,226 884,702 9,475
18,804 21,600 2,795

10,609 1,134

6,434 41

合計

期 別
前連結会計年度末(平成１５年３月３１日現在）

種 類 取得原価
連結貸借

対照表計上額
評価差額

うち益

3,886
債券 773,242 782,744 9,501 9,569 68
株式 59,734

合計

期 別
前中間連結会計期間末(平成１４年９月３０日現在）

種 類 取得原価
中間連結貸借
対照表計上額

評価差額
うち益 うち損

1,308,400

△ 1,277 2,906 4,184
70,742 70,692 △ 49

532,067 530,789
5,735 4,922

株式 46,912
債券 910,860 911,673 813

種 類 取得原価
中間連結貸借
対照表計上額

81,734

期 別
当中間連結会計期間末(平成１５年９月３０日現在）

うち益 うち損

35,898

(中間)連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「特定取引資産」中の商品有価証券及びコマ－
シャル・ペ－パ－を含めて記載しております。

｢子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの｣は該当ありません。

その他

308,050
350,627 27,43026,963

評価差額

34,821 1,077

310,191

1,370,998
377,590

719

62,598

2,140

713

79,205 19,471 23,357

5
20

251

467
69,065 6,467

2,577 436
301

6,476
58,218 58,932

426,281 432,716

30,737
288,742 291,096 2,353 2,374

その他 287
1,197,183 1,256,606 59,423 63,665 4,242

364,205 394,656 30,450

(中間)連結貸借対照表計上額は、各(中間)連結会計年度(期間)末日における
市場価格等に基づく時価により計上したものであります。

株式 50,473 69,278

5,161

4,823

1,128
62,582 63,205 622
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(注)3

市場価格のある株式

(1)中間連結会計期間末日の時価が取得原価の５０％以上下落した全銘柄

　ア、期中を通して時価が取得原価の３０％以上下落していた銘柄

　イ、中間期末月の平均価格が取得原価の５０％以上下落していた銘柄

　ウ、信用格付等により、「回復する見込みがない」と個別に判断した銘柄

市場価格のない株式

  実質価額が取得原価に比べ５０％以上下落した銘柄

（３）時価評価されていない主な有価証券の内容及び(中間)連結貸借対照表計上額
(単位：百万円）

満期保有目的の債券 － － －

その他有価証券

地方公社債

事業債

２．金 銭 の 信 託 関 係

 (１)満期保有目的の金銭の信託

各(中間)連結会計年度(期間)とも該当ありません。

 (２)その他の金銭の信託(運用目的及び満期保有目的以外)

各(中間)連結会計年度(期間)とも該当ありません。

３．その他有価証券評価差額金

(単位：百万円）

評価差額 62,598 59,423 59,236
その他有価証券 62,598 59,423 59,236
その他の金銭の信託 － － －

(△)繰延税金負債 25,407 24,845 24,042
その他有価証券評価差額金

(持分相当額調整前) 37,190 34,577 35,193
(△)少数株主持分相当額 △17 △16 △ 26

その他有価証券評価差額金 37,208 34,593 35,220

(＋)持分法適用会社が所有するその他有価証
券に係る評価差額金のうち親会社持分相当額

前連結会計年度末

－ － －

(平成14年9月30日現在) (平成15年3月31日現在)

当中間連結会計期間末

当中間連結会計期間末

(平成15年9月30日現在)

前中間連結会計期間末

16,879 9,794

前中間連結会計期間末

(平成15年3月31日現在)

(平成15年9月30日現在)

7,803

(平成14年9月30日現在)

11,109

(中間)連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

非上場株式(店頭売買株式を除く)

当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式のうち取得原価に比べ時価が著しく下落
した銘柄について４０４百万円減損処理を行っております。なお、減損処理基準は以下のとおりでありま
す。

9,493
－ 62,244

(2)中間連結会計期間末日の時価が取得原価の３０％以上５０％未満下落し、かつ下記ア、イ、ウのいず
れかに該当する銘柄

前連結会計年度末

－
7,967

（25）



株式会社 福 岡 銀 行

１．金利関連取引

(単位：百万円）

店

頭

(注)１．

２． 時価の算定

上記取引については時価評価を行い、評価損益を(中間)連結損益計算書に計上しております。なお、ヘッジ会計が適
用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

取引所取引につきましては、東京金融先物取引所等における最終の価格によっております。店頭取引につきまして
は、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。

前中間連結会計期間末

(平成１４年９月３０日現在）

うち１年超

合計

－

32,820 0 108

区分 種     類

うち１年超

評価損益時 価

当中間連結会計期間末

(平成１５年９月３０日現在）

133 238

－－

－ －

△32

金利先物

金利先渡契約

売建

買建

売建

買建

金利オプション

－

－ －

40,000 5 5－

1

－ － －

－17,800 △4 △4

－

131

－57,800 1

－

－ －

－ － －

－

－ －

－

5213,875 56

16,560 318 140

16,260

16,560

16,260 △317

13,775

－

76

－

75

－

－

－

13,775

－

その他

売建

金利オプション

－

－

買建

－

－

32,820

－

－

－

－

27,650

13,875

△9

売建 － －

買建 － －

買建

売建

6,130 － △9

6,130 － △9 △9

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

18 － 0 0

18 － △0 △0

－ －

－ － － －

－ －

－ －

－ － － －

－ －

4 10

1,600 1,600 － 1

800 800

0
受取固定・支払
変動

受取変動・支払
固定

受取変動・支払
変動

36 － 0129
金利スワップ

27,650

－－ － －

時 価 評価損益契約額等 契約額等

前連結会計年度末

(平成１５年３月３１日現在）

契約額等 時 価 評価損益

うち１年超

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

4,600 4,600 31 30

2,300 2,300 43 42

2,300 2,300 △12 △11

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

18,980 18,980 － 63

45 △46

9,490 9,490 45 110

9,490 9,490800 800 4 △9

31 94△9 △7

取

引

所

デリバティブ取引関係

－ － － －

－ －

（26）
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２．通貨関連取引

Ⅰ 当中間連結会計期間末

(単位：百万円）

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

(注)１．

２．

Ⅱ 前中間連結会計期間末

(単位：百万円）

－ － － －

－ － － －

店 － － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

頭 － － － －

－ － － －

－ － － －

－ －
(注)１．

２．

(単位：百万円）

買建

通貨オプション

為替予約

売建

通貨スワップ 1,020

区分 種     類

前中間連結会計期間末

(平成１４年９月３０日現在）

評  価  損  益時  価

その他

通貨スワップ

193,252 731

評  価  損  益時  価契  約  額  等

契  約  額  等

うち１年超

期間損益計算を行っている通貨スワップ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

買建

合計

売建

買建

売建

上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しております。
なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引及び下記注２．の取引は上記記載から
除いております。

「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認
会計士協会業種別監査委員会報告第２５号)に規定する経過措置に基づき、期間損益計算を
行っている通貨スワップ取引については、上記記載から除いております。

前中間連結会計期間末

(平成１４年９月３０日現在）種     類

種     類

当中間連結会計期間末

区分
(平成１５年９月３０日現在）

契  約  額  等 時  価 評  価  損  益

うち１年超

取
引
所

通貨先物

通貨オプション

売建

買建

店

通貨スワップ

為替予約 51,448

買建 25,193

35,515 500 500

売建 26,255 17,757 1,342 1,342

17,757 △ 842 △ 842

通貨オプション

頭

売建

買建

その他

売建

買建

従来、引直し対象としていた先物為替予約、通貨オプション等は、当中間連結会計期間から
は上記に含めて記載しております。なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関す
る会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号)に基づ
きヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等については、上記記載から除いておりま
す。

合計

上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しております。
なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引については、上記記載から除いており
ます。

500 500

（27）
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(単位：百万円）

区分

－

取 売建 －

買建 －

－

所 売建 －

買建 －

売建

店 買建

－

売建 －

買建 －

頭 －

売建 －

買建 －

Ⅲ 前連結会計年度末

(単位：百万円）

－ － － －

－ － － －

店 － － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

頭 － － － －

－ － － －

－ － － －

－ －
(注)１．

２． 時価の算定    

割引現在価値等により算定しております。

３．

(単位：百万円）

区分
評  価  損  益

通貨スワップ

為替予約

前連結会計年度末

うち１年超

(平成１５年３月３１日現在）

契  約  額  等 時  価

買建

通貨先物

引
通貨ｵﾌﾟｼｮﾝ

売建

種     類

通貨ｵﾌﾟｼｮﾝ

為替予約

その他

通貨スワップ 145,012

17,503

8,815

8,687

「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認
会計士協会業種別監査委員会報告第２５号)に規定する経過措置に基づき、期間損益計算を
行っている通貨スワップ取引については、上記記載から除いております。

その他

売建

買建

合計

(平成１５年３月３１日現在）

契  約  額  等 時  価 評  価  損  益

通貨オプション

売建

買建

△68

上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。
なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引及び下記注３．の取引は上記記載から
除いております。

339

期間損益計算を行っている通貨スワップ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

種     類

前連結会計年度末

また、同様に、先物為替予約、通貨オプション等のうち、中間連結会計期間末日に引直しを行い、その損益を中間連結損益
計算書に計上しているものについては、上記記載から除いております。

引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

種   類

前中間連結会計期間末

(平成１４年９月３０日現在）

契  約  額  等

（28）
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(単位：百万円）

区分

－

取 売建 －

買建 －

－

所 売建 －

買建 －

売建

店 買建

－

売建 －

買建 －

頭 －

売建 －

買建 －

３．株 式 関 連 取 引

   当中間連結会計期間末及び前（中間）連結会計年度（期間）末ともに該当ありません。

４．債 券 関 連 取 引

   当中間連結会計期間末及び前（中間）連結会計年度（期間）末ともに該当ありません。

５．商 品 関 連 取 引

   当中間連結会計期間末及び前（中間）連結会計年度（期間）末ともに該当ありません。

６．クレジットデリバティブ取引

   当中間連結会計期間末及び前（中間）連結会計年度（期間）末ともに該当ありません。

通貨先物

種   類

その他

通貨ｵﾌﾟｼｮﾝ

為替予約 38,254

19,916

18,338

また、同様に、先物為替予約、通貨オプション等のうち、連結会計年度末日に引直しを行い、その損益を連結損益計算書に
計上しているものについては、上記記載から除いております。

引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

(平成１５年３月３１日現在）

契  約  額  等

前連結会計年度末

引
通貨ｵﾌﾟｼｮﾝ

（29）



平成１６年３月期　　個別中間財務諸表の概要 平成１５年１１月２０日

(ＵＲＬ http://www.fukuokabank.co.jp/)

寺　本  　清

柴　戸　隆　成 ＴＥＬ　(０９２)７２３－２６２２

平成１５年１１月２０日 有

平成１５年１２月１０日 有(1単元 1,000株)

１．平成１５年９月中間期の業績(平成１５年４月１日～平成１５年９月３０日)

（１）経営成績 (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

( △0.5 ) ( △13.2 ) ( 2.2 )

( △3.6 ) ( 20.5 ) ( 19.9 )

( △1.5 ) ( △44.4 ) ( △59.4 )

円 銭 円 銭

15 26 13 67
14 94 13 39

69 10 74

(注) 株

１． 株

株

２． 無

３． 経常収益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期(前期）増減率

（２）配当状況

(注)１５年９月中間期配当金の内訳

円 銭 円 銭 記念配当 － 円 － 銭

2 50 特別配当 － 円 － 銭

2 50
5 00

（３）財政状態

円 銭 ％

509 23 9.36   

496 26 9.36   

493 33 9.35   

(注)１．期末発行済株式数 ２．期末自己株式数

株 株

株 株

株 株

２．平成１６年３月期の業績予想(平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日)

円 銭 円 銭

2 50 5  00
(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)　 円 銭

※

代 表 者 取締役頭取

問合せ先責任者 取締役総合企画部長

コ ー ド 番 号 ８３２６ 本社所在都道府県 福 岡 県

上 場 会 社 名 株 式 会 社 福 岡 銀 行 上場取引所(所属部) 東証･大証各市場第1部、福証

6,797,745 314,947 
平成１５年３月期 6,990,771 313,033 
平成１４年９月中間期

37
上記の業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき判断したものであり、実際の業績はこれら
の予想数値と異なる結果となる可能性があります。業績予想の前提条件その他の関連する事項については、添
付資料の６ページ及び別添の中間決算説明資料５ページを参照してください。

平成１４年９月中間期

通　　　期 159,000 33,000 18,000 

経常収益

平成１４年９月中間期

28

経常利益

634,634,182
634,439,583 308,507

4.5 

当期純利益

百万円 百万円 百万円

平 成 １ ５ 年 ３ 月 期

634,385,177平成１５年９月中間期

平 成 １ ５ 年 ３ 月 期
634,672,617

１株当たり年間配当金

期　　末

平成１５年９月中間期

平 成 １５ 年３ 月期

362,913
113,908

平成１４年９月中間期

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

634,411,022平成１５年９月中間期

平成１５年９月中間期

平成１４年９月中間期

会計処理の方法の変更

平成１５年３月期

期 中 平 均 株 式 数

11

平成１４年９月中間期

平成１５年３月期

平成１４年９月中間期 79,279 17,275

１株当たり

中間(当期)純利益

15,074

(国内基準)

自己資本比率
株主資本比率

4.6 

％

(速報値)

１株当たり

4.7 

株主資本

9,482
7,458

9,68678,895

単元株制度採用の有無

中間（当期）純利益経　常　利　益

14,989平成１５年９月中間期

１株当たり

平成１５年９月中間期

中間配当金 年間配当金

634,585,927

平成１５年３月期

平成１５年９月中間期

総 資 産

323,054 6,900,036 
百万円 百万円

株 主 資 本

中間配当制度の有無

－

－
－

１株当たり

159,879

中間決算取締役会開催日

経　常　収　益

中間配当支払開始日
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(単位：百万円)

金　　　　額 金　　　　額

161,489 5,916,033

5,712 206,782

10,000 22,225

24,225 115,208

5,065 357

1,508 74,957

1,401,877 269

5,069,932 22,250

3,107 47,417

67,914 48,917

142,017 588

53,120 8

84,727 37,239

△130,663 84,727

6,576,982

58,658

36,913

36,913

135,917

46,520

75,480

13,916

54,507

37,223

△ 167

323,054

6,900,036 6,900,036

第９３期中 (平成15年9月30日現在) 中間貸借対照表

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

預 金

譲 渡 性 預 金

買 入 金 銭 債 権 債券貸借取引受入担保金

買 入 手 形

現 金 預 け 金

貸 出 金

そ の 他 資 産

動 産 不 動 産

貸 倒 引 当 金

外 国 為 替

コ ー ル ロ ー ン

コ ー ル マ ネ ー

資 産 の 部 合 計

資 本 の 部 合 計

負債及び資本の部合計

土地再評価差額金

その他有価証券評価差額金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

自 己 株 式

資 本 剰 余 金

科　　　　　　目科　　　　　　目

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

外 国 為 替

社 債

( 資 本 の 部 )

支 払 承 諾

退 職 給 付 引 当 金

任 意 積 立 金

中間未処分利益

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

資 本 金

特 定 取 引 資 産

資 本 準 備 金

そ の 他 負 債

特 定 取 引 負 債

負 債 の 部 合 計

新株予約権付社債

借 用 金

再評価に係る繰延税金負債

その他の偶発損失引当金
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78,895

62,243

( 47,761 )

( 13,691 )

13,219

156

1,007

2,268

63,905

9,782

( 1,296 )

4,168

9

117

37,602

12,224

14,989

2,613

729

16,873

48

7,137

9,686

2,686

0

1,543

13,916

(単位：百万円)

 平成15年4月 1日から
 平成15年9月30日まで

中 間 未 処 分 利 益

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額

前 期 繰 越 利 益

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 損 失

中 間 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

税 引 前 中 間 純 利 益

法人税､住民税及び事業税

科　　　　　　　　　　目　

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

( う ち 貸 出 金 利 息 )

特 定 取 引 収 益

そ の 他 業 務 費 用

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

役 務 取 引 等 費 用

自 己 株 式 処 分 差 損

特 別 利 益

金　　　　　　　　　　額

(うち有価証券利息配当金)

営 業 経 費

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

特 定 取 引 費 用

資 金 調 達 費 用

( う ち 預 金 利 息 )

第９３期中 中間損益計算書
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(単位：百万円)

（注）　当中間期における発行済株式数の増加内容

　　　・旧転換社債の転換 発行株式数 千株

資本組入額 百万円

△61,632

8

比 較 中 間 貸 借 対 照 表 （主要内訳）

売 渡 手 形 － 50,300 △50,300 20,000 △20,000

45,867

19,462

677

△13,061

0

6,677,737

97,788

△100,755

△1,054

△1,790

△8,626

△2,270 24,040

57,543

313,033

94,185

24,520

59,847

38,293

47,417

△10,930

－

36,913

（負債の部）

新 株 予 約 権 付 社 債

社 債

206,782

22,225

357

74,957

22,250

67,914 63,216 4,698

△130,663 △203,677 73,014

142,017

1,511

△2,6005,065 30,798 △25,733 7,665

△31,508 1,610 △102

科 目
平成１４年中間期末 比 較 比 較

(Ａ) (Ｂ) (Ａ－Ｂ) （要約)(Ｃ) (Ａ－Ｃ)

△37,377

10,000 20,000 △10,000 － 10,000

5,712 1,649

161,489

買 入 金 銭 債 権

特 定 取 引 資 産

（資産の部）

現 金 預 け 金

コ ー ル ロ ー ン

買 入 手 形

繰 延 税 金 資 産

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

貸 出 金

外 国 為 替

そ の 他 資 産

動 産 不 動 産

支 払 承 諾 見 返

資 産 の 部 合 計

借 用 金

外 国 為 替

預 金

譲 渡 性 預 金

コ ー ル マ ネ ー

特 定 取 引 負 債

債券貸借取引受入担保金

貸 倒 引 当 金

負 債 の 部 合 計

そ の 他 負 債

退 職 給 付 引 当 金

再評価に係る繰延税金負債

支 払 承 諾

その他の偶発損失引当金

資 本 の 部 合 計

資 本 金

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

中間(当期)未処分利益

土 地 再 評 価 差 額 金

自 己 株 式

その他有価証券評価差額金

（資本の部）

平成１４年度末平成１５年中間期末

23,740 199,948137,749

4,063 43,089

15,27924,225 6,465 17,760 8,946

△38,459

39,025

5,069,932 5,088,319 △18,387 5,178,486 △108,554

1,401,877 1,336,976 64,901 1,362,852

3,107 3,794 △687 2,461

56,337

145,460 △3,443 145,543

646

11,577

6,900,036 6,797,745 102,291

△3,526

84,727 102,063 △17,336 97,788

53,120 63,318

50,010

268,414

5,916,033 5,811,565 104,468 5,896,571

115,208

22,237 △12

206,235

75,013

269 218 51 224

58,658 58,658

48,917

0

6,576,982 6,482,797

84,727 102,063

37,239 39,446

54,507 54,898

△ 52

47,417

8

0 36,913

0 46,520

8,536

588 877 △289

68,058 6,899

47,417

△17,336

△2,207

164

△10,198 62,669

△176,530

6,990,771

547

34,810

116,779 △1,571

193

△9,549

△89

△90,735

△12,585

△56

45

△13,061

－

65,198

357

資 本 剰 余 金 36,913 36,913 0

0

8 －

0

36,913 0

58,658

0

利 益 剰 余 金 135,917 129,924 5,993 126,313 9,604

36,913

0

任 意 積 立 金 75,480 71,256 4,224 71,256 4,224

46,520 46,520

5,38013,916 12,147 1,769

△1,544

35,237 1,986

△25

△391 56,051

－

－

6,990,771

△142

37,223 34,604 2,619

△115

△90,735

△ 167

負債及び資本の部合計 6,900,036 6,797,745 102,291

10,0218,107323,054 314,947
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(単位：百万円)

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）

（注）「コア業務純益」＝「業務純益」－「一般貸倒引当金繰入額」－「債券売買損益」

比 較 中 間 損 益 計 算 書 （主要内訳）

コ ア 業 務 純 益 27,000 25,024 1,976 51,484

57,40029,823 28,497 1,326

13,916 12,147 1,769 8,536

7,458

2,686 2,236 450 2,236

9,686 9,482 204

16,873 16,341 532 15,815

729 944 △215 1,117

2,613 10 2,603 1,858

14,989 17,275 △2,286 15,074

12,224 8,529 3,695 38,198

37,602 38,438 △836 75,812

117 102 15 808

4,168 3,382 786 7,560

1,296 2,024 △728 3,820

9,782 11,550 △1,768 22,424

63,905 62,003 1,902 144,804

2,268 2,236 32 4,382

1,007 742 265 1,841

24,357

156 46 110 144

13,219 11,781 1,438

29,409

－ － － 2

13,691 14,794 △1,103

129,150

47,761 48,928 △1,167 98,219

62,243 64,472 △2,229

特 別 利 益

特 別 損 失

税引前中間(当期)純利益

業 務 純 益

(参　　考)

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

中間(当期)未処分利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

( う ち 預 金 利 息 )

役 務 取 引 等 費 用

役 務 取 引 等 収 益

特 定 取 引 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

( う ち 貸 出 金 利 息 )

(うち有価証券利息配当金)

信 託 報 酬

（要　　約)

平成１５年中間期
科 目

比 較 平成１４年度

(Ａ) (Ｂ) (Ａ－Ｂ)

平成１４年中間期

経 常 収 益 159,87978,895 79,279 △384

8,258

48 39 9 98

7,137 6,818 319

中 間 配 当 額

428土地再評価差額金取崩額 1,543 428 1,115

－ － － 1,586

－

自 己 株 式 処 分 差 損 0 － 0 －

特 定 取 引 費 用 9 － 9
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準

２．有価証券の評価基準及び評価方法

（１）

（２）

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行っております。

４．固定資産の減価償却の方法

（１）動産不動産

建　物　３年～５０年
動　産　２年～２０年

（２）ソフトウェア

５．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

上記以外の債権については、過去の一定期間におけるデフォルト件数から算出したデフォルト
率等に基づき計上しております。なお、特定海外債権については、対象国の政治経済情勢等に
起因して生ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定として計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署
から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を
行っております。

金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格
差等を利用して利益を得る等の目的（以下「特定取引目的」）の取引については、取引の約定
時点を基準とし、中間貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上するととも
に、当該取引からの損益を中間損益計算書上「特定取引収益」及び「特定取引費用」に計上し
ております。
特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については中間決算日の時
価により、スワップ・先物・オプション取引等の派生商品については中間決算日において決済
したものとみなした額により行っております。
また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当中間会計期間中の受払利息等に、有価
証券、金銭債権等については前事業年度末と当中間会計期間末における評価損益の増減額を、
派生商品については前事業年度末と当中間会計期間末におけるみなし決済からの損益相当額の
増減額を加えております。

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による原価法又は償却原価法
(定額法)、子会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のある
ものについては、中間決算日の市場価格等に基づく時価法(売却原価は移動平均法により算
定)、時価のないものについては、移動平均法による原価法又は償却原価法により行っており
ます。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により処理しております。

自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
により償却しております。

有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有
価証券の評価は、時価法により行っております。

動産不動産の減価償却は、定率法を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上し
ております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者(以下、「破綻先」という)に係
る債権及びそれと同等の状況にある債務者(以下、「実質破綻先」という)に係る債権について
は、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を
計上しております。また、現在は経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大
きいと認められる債務者(以下、「破綻懸念先」という)に係る債権については、債権額から、
担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支
払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。

なお、破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者等で与信額が一定額以上の大口債務
者のうち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もる
ことができる債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で
割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法(キャッシュ・フロー見積法)
により引き当てております。
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（２）退職給付引当金

過去勤務債務 発生年度に全額を処理。
数理計算上の差異

（３）その他の偶発損失引当金

６．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

７．リース取引の処理方法

本処理に伴う当中間会計期間における損益に与えている影響額は、特別利益として2,524百
万円計上しております。
また、当中間会計期間末日現在において測定された返還相当額（最低責任準備金）は18,491
百万円であります。

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計
上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の処理方法は以下のとおりであ
ります。

各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）
による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から
損益処理。

外貨建の資産・負債については、中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。
外貨建取引等の会計処理につきましては、前事業年度は「銀行業における外貨建取引等の会
計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第
25号。以下「業種別監査委員会報告第25号」という。）による経過措置を適用しておりまし
たが、当中間会計期間からは、同報告の本則規定に基づき資金調達通貨（邦貨）を資金運用
通貨（外貨）に変換する等の目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等について
は、ヘッジ会計を適用しております。なお、当該ヘッジ会計の概要につきましては、「８．
ヘッジ会計の方法」に記載しております。

当行は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成15年8
月1日に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けております。
当行は「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委員
会報告第13号）第47-2項に定める経過措置を適用し、当該将来分返上認可の日において代行
部分に係る退職給付債務と年金資産を消滅したものとみなして会計処理しております。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に
ついては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

その他の偶発損失引当金は、他の引当金で引当対象とした事象以外の偶発事象に対し、将来
発生する可能性のある損失を見積もり、必要と認められる額を計上しております。

この結果、従来、期間損益計算していた当該通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等を時
価評価し、正味の債権及び債務を中間貸借対照表に計上したため、従来の方法によった場合
と比較して、「その他資産」は4,754百万円増加、「その他負債」は4,754百万円増加してお
ります。なお、この変更に伴う損益への影響はありません。
また、上記以外の先物外国為替取引等に係る円換算差金は、従来、相殺のうえ「その他資
産」中のその他の資産又は「その他負債」中のその他の負債で純額表示しておりましたが、
当中間会計期間からは、業種別監査委員会報告第25号に基づき総額で表示するとともに、
「その他資産」及び「その他負債」中の金融派生商品に含めて計上しております。この変更
に伴い、従来の方法によった場合と比較して、「その他資産」は1,249百万円増加、「その
他負債」は1,249百万円増加しております。
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８．ヘッジ会計の方法

（１）金利リスク・ヘッジ

（２）為替変動リスク・ヘッジ

９．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

10．税効果会計に関する事項

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジによってお
ります。前事業年度は「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の
取扱い」(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号。以下「業種別監査委員会報告
第24号」という。)に規定する経過措置に基づき、多数の貸出金・預金等から生じる金利リ
スクをデリバティブ取引を用いて総体で管理する、｢マクロヘッジ｣を実施しておりました
が、当中間会計期間からは、同報告の本則規定に基づき処理しております。ヘッジ有効性評
価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金
等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピングのうえ特
定し評価しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対
象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしております。

また、当中間会計期間末の中間貸借対照表に計上している繰延ヘッジ損益のうち、従来の
「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損益は、「マクロヘッジ」で指定したそれぞれのヘッ
ジ手段の平均残存期間に応じ平成１５年度から３年間にわたって、資金調達費用として期間
配分しております。
なお、当中間会計期間末における「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は18,544百万円
であります。

中間会計期間に係る納付税額及び法人税等調整額は、当期において予定している利益処分方
式による動産不動産圧縮特別勘定積立金及び動産不動産圧縮積立金の積立て及び取崩しを前
提として、当中間会計期間に係る金額を計算しております。

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジ
によっております。前事業年度は業種別監査委員会報告第25号による経過措置を適用してお
りましたが、当中間会計期間からは、同報告の本則規定に基づき資金調達通貨（邦貨）を資
金運用通貨（外貨）に変換する等の目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等に
ついては、ヘッジ会計を適用しております。

これは、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及
び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合う
ヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を
評価するものであります。

なお、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。
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注  記  事  項

(中間貸借対照表関係）

１． 子会社の株式総額 750 百万円
なお、本項の子会社は、銀行法第２条第８項に規定する子会社であります。

２．

３．

４．

５．

６．

７．

８． 担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産
有価証券 285,276百万円
貸出金 347,536百万円

担保資産に対応する債務
預    金 19,404百万円
債券貸借取引受入担保金 115,208百万円

９．

貸出金のうち、破綻先債権額は23,461百万円、延滞債権額は153,679百万円であります。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由
により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸
出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人
税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又
は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は
支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は1,361百万円であります。
なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延し
ている貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は82,927百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減
免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った
貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を
受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し
付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、1,650,543百万円
であります。このうち原契約期間が１年以内のもの(または任意の時期に無条件で取消可能なも
の)が1,647,156百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そ
のものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これ
らの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行
が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付け
られております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほ
か、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて
契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は261,430
百万円であります。
なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」(日
本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４号)に基づき金融取引として処理しております。
これにより受け入れた商業手形および買入外国為替は、売却または(再)担保という方法で自由
に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、83,694百万円であります。

上記のほか、為替決済、郵便局後納料金等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用とし
て有価証券146,114百万円を差し入れております。
子会社の借入金等にかかる担保提供資産はありません。
また、動産不動産のうち保証金権利金は2,325百万円、その他資産のうち先物取引差入証拠金等
は30百万円であります。
なお、手形の再割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の
取扱い」(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号)に基づき金融取引として処理して
おりますが、これにより引き渡した商業手形および買入外国為替はありません。

ローン・パーティシペーションで、平成７年６月１日付日本公認会計士協会会計制度委員会報
告第３号に基づいて、原債務者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、中間
貸借対照表計上額は、52,317百万円であります。
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１０．

１１． 動産不動産の減価償却累計額 70,899百万円

１２． 動産不動産の圧縮記帳額 7,647百万円
（当中間会計期間圧縮記帳額 －百万円 ）

１３．

１４．

１５．

　再評価を行った年月日 平成１０年３月３１日
　同法律第３条第３項に定める
　再評価の方法

１６．

１７．

(中間損益計算書関係）

１． 減価償却実施額は下記のとおりであります。
建物・動産 1,166百万円
その他 4百万円

２．

３．

ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で繰延ヘッジ損失としてその他資産に含めて計上
しております。なお、上記相殺前の繰延ヘッジ損失の総額は17,792百万円、繰延ヘッジ利益の
総額は519百万円であります。

借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金
64,000百万円が含まれております。

新株予約権付社債は、商法旧第３４１条ノ２の規定に基づき発行された劣後特約付無担保転換
社債であります。

土地の再評価に関する法律(平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用の土地
の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延
税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として資本
の部に計上しております。

土地の再評価に関する法律施行令(平成１０年３月３１
日公布政令第１１９号）第２条第４号に定める算定方
法に基づき、地価税法に規定する地価税の課税価格の
計算の基礎となる土地の価額(路線価）を基準として時
価を算出しております。

その他経常費用には、貸倒引当金繰入額6,356百万円及び債権売却損4,533百万円を含んでおり
ます。

特別利益は、厚生年金基金代行返上益2,524百万円及び東京都外形標準課税還付金89百万円を含
んでおります。

同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当中間会計期間末における時価の合計額
と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額
                                                 39,960百万円

連結子会社であった福銀リース株式会社の株式譲渡にあたり、譲渡時の同社保有リース・割賦
資産残高59,396百万円については、所要の引当金を計上しておりますが、譲渡後の引当金増減
額については、当行と譲渡先の双方で折半する契約を行っております。

共同利用型基幹システムの開発のため、電子計算機を株式会社広島銀行と共同賃借し、その
リース債務3,542百万円について相互に保証しております。
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・ ・ ・

百万円 百万円 百万円

百万円 百万円 百万円

百万円 百万円 百万円

・ 未経過リース料中間会計期間末残高相当額 ・ 未経過リース料中間期末残高相当額 ・ 未経過リース料期末残高相当額

百万円 百万円 百万円

百万円 百万円 百万円

百万円 百万円 百万円

・ ・ ・

百万円 百万円 百万円

百万円 百万円 百万円

百万円 百万円 百万円

・ 減価償却費相当額の算定方法 ・ 減価償却費相当額の算定方法 ・ 減価償却費相当額の算定方法

・ 利息相当額の算定方法 ・ 利息相当額の算定方法 ・ 利息相当額の算定方法

○子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

該当ありません。

リ　 －　 ス　 取　 引 

リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以
外のファイナンス・リ－ス取引

リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外
のファイナンス・リ－ス取引

リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リ－ス取引

支 払 利 息 相 当 額 265

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法によっております。

リ－ス料総額とリ－ス物件の取得価額相当額との差額
を利息相当額とし、各期への配分方法については、利
息法によっております。

当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相
当額

支 払 リ － ス 料 3,089

減 価 償 却 費 相 当 額 2,744

1,955

１ 年 超 4,485

合 計 6,441

有　価　証　券

リ－ス物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及
び期末残高相当額

動　　　産

取 得 価 額 相 当 額 11,162

減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 5,071

期 末 残 高 相 当 額 6,091

１ 年 内

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法によっております。

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法によっております。

リ－ス料総額とリ－ス物件の取得価額相当額との差額
を利息相当額とし、各期への配分方法については、利
息法によっております。

リ－ス料総額とリ－ス物件の取得価額相当額との差
額を利息相当額とし、各期への配分方法について
は、利息法によっております。

支 払 利 息 相 当 額 61 支 払 利 息 相 当 額 178

減 価 償 却 費 相 当 額 1,000 減 価 償 却 費 相 当 額 1,496

当中間会計期間の支払リース料、減価償却費相当額及び支
払利息相当額

当中間期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利
息相当額

支 払 リ － ス 料 1,101 支 払 リ － ス 料 1,715

合 計 5,790 合 計 8,061

１ 年 超 3,922 １ 年 超 5,381

１ 年 内 1,867 １ 年 内 2,680

中間会計期間 末残 高 相 当額 5,477 中 間 期 末 残 高 相 当 額 7,719

減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 5,354 減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 7,129

動　　　産 動　　　産

取 得 価 額 相 当 額 10,832 取 得 価 額 相 当 額 14,849

リ－ス物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び
中間会計期間末残高相当額

前中間会計期間

（平成１４年４月１日から平成１４年９月３０日まで）

前事業年度

（平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日まで）

当中間会計期間

（平成１５年４月１日から平成１５年９月３０日まで）

リ－ス物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及
び中間期末残高相当額

（40）


